
1 
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［レポート発行予定日ならびにＴＲＩ政経塾のご案内］  

今後の発行予定日は、１月３１日、２月１４日、２月２８日、３月１４日、

３月２８日、４月１１日、４月２５日、５月１６日、５月３０日、６月１３日、

６月２７日、７月１１日、７月２５日、８月１５日、８月２９日になります。 

発行予定日はレポート到着最速日の目安で、運送会社の状況等により配送が

１～５日程度遅れる場合がありますのであらかじめご了承ください。  

２０２２年３月開講ＴＲＩ政経塾在宅コース受講者を募集しております。  

開講予定日は３月１５日。政経塾資料・音声データ送付の「在宅受講コース」

のお申し込みを受け付けております。受講費は１万５０００円（消費税込み）

になります。受講をご希望の方は、メール info@uekusa-tri.co.jp または  

ＦＡＸ：０５０－３４５７－９７６５にてお申込み下さい。  

また、２０２２度ＴＲＩ政経塾の受講者を募集しておりましたが、定員に  

達しましたので募集を終了いたします。開講日程は、６月２８日、９月２７日、

１２月２７日、３月２８日。開催時間は午後６時～午後９時、会場は神保町駅

（東京メトロ・都営地下鉄）から徒歩２分「出版クラブホール」になります。 
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２０２２年度の「在宅ＺＯＯＭ受講コース」ならびに「在宅受講コース」に

つきましては募集を継続いたします。受講費は「在宅ＺＯＯＭ受講コース」が

８万円、「在宅受講コース」が５万円になります（全４回、消費税込み）。  

「在宅ＺＯＯＭ受講コース」はＺＯＯＭでの講義＋音声データ・資料の送付、

「在宅受講コース」は音声データ・資料の送付の形態になります。受講ご希望

の方は、メール：info@uekusa-tri.co.jp または、ＦＡＸ：０５０－３４５７

－９７６５  にてお申し込み下さい。年間お申し込みは割引価格になっており

ますのでご利用を推奨申し上げます。  

 

［ご購読代金のご入金をお願い申し上げます］  

本レポートご購読代金のご入金をお願い申し上げます。レポート送付封筒に、

ご購読開始年月および、ご購読料ご入金済年度数を記載しております。ご入金

がお済みでない年度分のご購読料のご入金をお願い申し上げます。  

封筒印字記載「 2017/10 3」はご購読開始が 2017 年 10 月、ご購読料入金済

年度が 3 年度分という意味です。この場合､2020 年 10 月～ 2021 年 9 月年度分

ならびに 2021 年 10 月～ 2022 年 9 月年度分ご購読料をご入金ください。  

なお、封筒右側に離れて印字されている「 1」の記載に意味はありません。  

ご購読者様ごとの新規年度に移行した時点での新規年度分ご入金をお願い

します。年度終了時でなく、新規年度移行時のご入金をお願いいたします  

ご入金口座は、三菱ＵＦＪ銀行  新丸の内支店  普通口座  ４３５６２５４  

スリーネーションズリサーチ株式会社。振込手数料につきましては、ご負担を

お願いしております。ご購読料は毎回１部コース消費税込みで３万１５００円

になります。なお、原則として、銀行振り込み明細書をもって領収書の発行に

代えさせていただいております。  

ご入金に際しましては、ご入金者様を判別できないケースがありますので、

必ず「レポートご購読者様氏名」をご入力下さいますようお願い申し上げます。

ご入金を確認できない場合がありますのでよろしくお願いいたします。  

また、当初のご案内ならびにレポート末尾に明記しておりますように、本誌

のご購読は年間単位での自動継続とさせていただいております。ご講読中止の

節には、各自の新規年度に入ります前にＦＡＸまたはメールにてご連絡下さい。

未入金ご購読料があります場合はご購読中止時一括精算を請求申し上げます。 
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［お知らせ］  

ビジネス社より『出る杭の世直し白書』を上梓いたしました。  

鳩山友紀夫、孫崎享、前川喜平、植草一秀著。価格は１６５０円。  

 大好評販売中です。アマゾン紹介文を転記します。  

「なんでも官邸団」に成り下がった政財官を斬る ! 

日本人よ ! 打たれても出る杭になれ ! 

感染症対策、外交問題、脱炭素と脱原発、 

経済政策、教育、そして政治。  

衰退途上国に堕ちたこの国の未来を取り

戻す ! 

この国の未来を憂うがゆえに、メディア

に人格攻撃までされた「出る杭」の４人が

徹底闘論 ! 

第 1 章  新型コロナ対策は機能したのか  

第 2 章  米中対立に拍車をかける日本外交  

第 3 章  脱炭素と原発政策   

第 4 章  日本の財政と経済政策  

第 5 章  変わりゆく教育    

第 6 章  政治と行政の再建  

ご高覧賜りますようご案内申し上げます。 

 

１．【概観】世界政治が激動する年 

新しい年が始動した。前号に記述したように「壬寅」の２０２２年は厳しさ、

厳冬に耐え抜く「たくましさ」によって、新しい力強い芽吹き、生命力溢れる

動きが始動する年になる。①過去に戻らない、②若者の意見に耳を傾ける、③

他者に与えることから始める、④「和顔愛語」、⑤神と先祖への感謝、で運気

を高めて充実した素晴らしい一年にされますことを祈念いたします。  

２０２２年は内外で重要選挙が実施される。日本では新年早々、１月２３日

に沖縄県名護市長選挙が実施される。辺野古米軍基地建設に重要影響を与える。

沖縄県では９月頃に知事選が実施される見通し。政府は「オール沖縄」に勝利

することを最重要目標にしている。１月名護市長選は試金石になる。  
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日経平均株価の推移（２０２１年７月～２０２２年１月）  

 

ＮＹダウの推移（２０２１年７月～２０２２年１月）  

 

日経平均株価は年初の１月５日に高値を記録。幸先良いスタートに見えたが、

その後反落に転じた。日経平均株価の上昇は昨年１２月３日からの上昇波動の

終着点。オミクロン株に対する警戒感が緩和されて株価反発が生じたもの。  

しかし、オミクロンの感染が急拡大し、再び警戒感が広がった。米国では、

２０２２年に利上げ政策始動が想定される。パウエルＦＲＢ議長が市場心理を

平穏に保つために発言を工夫しており、市場は一喜一憂の動向を示すが、政策

転換の時期は迫りつつある。コロナ騒動は２０２２年に収束すると見られるが  
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東証マザーズ指数の推移（２０１９年１月～２０２２年１月）  

 

ＮＡＳＤＡＱの推移（２０１９年１月～２０２２年１月）  

 

現状では新規感染者数の急増が観測されており、市場警戒感は残存する。  

２０２２年は海外でも重要選挙が相次いで実施される。３月９日には韓国で

大統領選が実施される。フランス大統領選は４月から５月。米国の中間選挙が

１１月に実施される。極めて重要な意味を持つ選挙になる。日本では参院選が

７月に実施される。岸田内閣が長期政権になるかどうかの分岐点になる。  

ＮＹダウは１月５日に史上最高値を更新した。米国株価の基調は強い。これ

に対して日本株価の低迷が持続している。とりわけ新興市場の株価軟調が鮮明

である。日本企業の革新力、突破力が著しく低下していることが裏付けられる。 
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１１月中間選挙に向けて米バイデン政権は対中国強硬姿勢を提示し続ける

必要に迫られる。しかし、バイデン大統領支持は低迷しており、中間選挙での

民主党大敗可能性が浮上している。この場合、２０２４年大統領選での共和党

勝利の可能性も意識される。トランプ元大統領は出馬意向を維持している。  

コロナが収束に向かえば世界経済の基盤は強化されるが、米国金融引締めの

影響が重くのしかかる。株価は高値圏内で引き続き乱高下を繰り返す可能性が

高い。政治情勢の変化が金融市場に与える影響にも注視を怠れない。  

 

２．【株価】ＦＲＢショックへの備え 

１２月１５日のＦＯＭＣでＦＲＢは２０２２年に３度の利上げを実施する

見通しを提示した。予想された政策変更のなかでも、もっともタカ派的な政策

決定になった。だが、株式市場は政策発表直後に株価上昇の反応を示した。  

パウエル議長が、利上げ実施はテーパリング（量的金融緩和縮小）終了後に

なるとの姿勢を示したことを好感するものだった。しかし、この反応は１日で

反転した。  

ＦＯＭＣ後の市場反応では直後の反応がその後に覆されることがしばしば

観察される。相場変動はいわゆる「行ってこい」になるから留意が必要だ。  

 ＦＯＭＣメンバーのＦＦレート見通し（２０２１年１２月）  
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金融政策決定会合日程（２０２１年９月～２０２２年１２月）  

 

米国ＰＣＥ価格指数上昇率の推移（２０１１年～２０２１年）  

 

１月５日に１２月ＦＯＭＣの議事要旨が公表された。ＦＯＭＣの討議内容は

極めてタカ派色が強いものだった。テーパリングを早期に終了させ、利上げを

実施するとともに量的な引締め＝バランスシート圧縮に早期着手する可能性

も示唆された。このため、株価変動は１月５日が「潮流転換」の起点になった

可能性がある。  

ＦＲＢが重視する物価指標のＰＣＥ（個人消費支出）価格指数上昇率は昨年

１１月に前年比５．７％にまで上昇した。３９年ぶりの高い水準だ。  

ＦＲＢは米国の物価上昇を「一時的」としていたが、この判断を修正した。

１２月ＦＯＭＣでは「一時的」表現を削除。当面はインフレ抑止に軸足が移る。  

日銀政策決定会合 FOMC

2021年 9月21日－22日 9月21日－22日＊

10月27日－28日* 11月2日－3日

12月16日－17日 12月14日－15日＊

2022年 1月17日－18日* 1月25日－26日

3月17日－18日 3月15日ー16日＊

4月27日－28日* 5月3日ー4日

6月16日－17日 6月14日－15日＊

7月20日－21日* 7月26日－7月27日
9月21日－22日 9月20日－21日＊

10月27日－28日* 11月1日－2日
12月19日－20日 12月13日－14日＊
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日経平均株価の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

ＮＹダウの推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

過去の経験則では米国で利上げが実施されているときに株価暴落は生じて

いない。利上げは景気拡大の証明であるためで、株価が暴落するのは景気後退

が本格化する利下げを実施する局面であることが多い。しかしながら、利上げ

は短期的には株価抑制要因になる。基調として株価暴落が生じないだけで金融

政策引締め転換の際には短期的な株価調整が発生し得る。この点への警戒感を

保持することが必要になる。利上げ始動時期は早ければ３月の可能性がある。 

２０２１年の日経平均株価変動について本誌は、２０１５年、１８年に類似  
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米国雇用者増加数および失業率推移（２０２０年３月～２０２１年１２月）  

 

する変動を予測した。実際、前頁上段チャートが示すように類似した株価変動

が生じた。２０１８年の場合、高値ボックス圏内での株価乱高下が２０１９年

末まで持続した。今回も、高値圏内の株価乱高下が２０２２年末まで持続する

可能性が高いと現時点では判断している。  

１月７日に発表された米国１２月雇用統計では雇用者増加数が１９．９万人

にとどまった。市場予想を下回った。しかし、時間当たり賃金が前月比０．６％、

前年比４．７％の高い上昇になった。インフレ懸念を強める数値になった。  

このため、１月５日を起点とする株価軟調の「潮流」が維持されている。  

パウエルＦＲＢ議長の再任のための議会公聴会が１月１１日に上院銀行委

で実施されたが、パウエル議長はインフレ抑制と成長維持を両立させる方針を

示した。これを受けて株式市場は一時的な反発を示した。昨年１２月ＦＯＭＣ、

今回の議会証言で金融市場は瞬間的な変動を示す。この短期変動と「潮流」を

区別して金融変動に対応することが株価指数トレーディングでは必要になる。 

 

３．【政治】名護市の一二三選挙 

１月２３日、一二三の日程で名護市長選が実施される。２０１８年前回選挙

では政府・与党が支援した渡具知武豊氏が当選した。辺野古基地建設を強行し

たい政府・与党が総力戦を展開した。政府からの予算措置をエサに集票する、 

月 Mar. Apr. May June July Aug. Sept. Oct. Nov. Dec. Jan.

年 2020 2020 2020 2020 2020 2020 2020 2020 2020 2020 2021

雇用者増加数 -1,683 -20,679 2,833 4,846 1,726 1,583 716 680 264 -306 233

失 業 率 4.4 14.8 13.3 11.1 10.2 8.4 7.8 6.9 6.7 6.7 6.4

月 Feb. Mar. Apr. May June July Aug. Sept. Oct. Nov. Dec.

年 2021 2021 2021 2021 2021 2021 2021 2021 2021 2021 2021

雇用者増加数 536 785 269 614 962 1091 483 379 648 249 199

失 業 率 6.2 6.0 6.0 5.8 5.9 5.4 5.2 4.7 4.6 4.2 3.9
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お決まりの「金権選挙」だった。この「金力」によって「オール沖縄」の一部

が切り崩されている。すでに、金秀グループ、かりゆしグループなどの企業系

支援者は「オール沖縄」陣営から離脱している。辺野古基地建設反対運動は、

金力によって切り崩されている。このまま、札束攻勢で沖縄市民運動が劣勢に

立たされてしまうのか、正念場を迎えている。  

玉城デニー知事は「オール沖縄」の支援を受けて当選を果たしたが、玉城氏

を支えた「オール沖縄」陣営の財界系関係者が切り崩されている。メディアは

政府・与党の意向を受けて玉城デニー知事を批判する材料探しに奔走する。  

沖縄でオミクロン株感染が拡大したが、原因は米軍が水際対策大穴になった

こと。岸田内閣が厳しい水際対策を実行したが、前号に記述したように米軍が

「耳なし芳一の耳」になった。芳一は耳を失ったが体を守ったが、オミクロン

では破れた耳の毒が全身に回る。警戒した日本全体の感染拡大が生じている。 

米軍が穴になるのは米軍が治外法権を保持しているから。治外法権が沖縄の

人々の人権を蹂躙している。このことが名護市長選に重要な影響を与える。  

また、この選挙では元検事で弁護士の郷原信郎氏が落選運動を始動させた。

渡具知氏を当選させてはならない理由の第一に挙げられているのは「名護市の

土地であった旧消防跡地を渡具知氏の親族企業に売却した」とするもの。事実

関係を確認する必要があるが「政治とカネ」問題に焦点が当たる。  
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昨年１０月衆院選では立憲民主党が大勢翼賛傾向を強める「連合」の軍門に

下った。その結果、日本政治刷新を求める主権者が立憲民主党支持から離脱。

立憲民主党は惨敗した。ＣＩＡは自公に類似する「第二自公」を膨張させて、

これに二大政治勢力一翼を担わせる考えを有していると見られる。国民・維新・

都民を合流させ、さらに立憲も合流させて第二自公を創設する動きが加速する。 

焦点は日本政治刷新を求める「改革勢力」がプレゼンスを維持できるか否か。

２０２２年参院選の大きな焦点になる。自公と第二自公の二大勢力体制に移行

するなら、日本の対米隷属体制は恒久化されることになる。  

ドイツでは社会民主党主軸の連立政権が１２月８日に発足した。１６年間の  

ドイツ総選挙結果（２０２１年９月２６日投開票）  

  

大統領支持・不支持率の推移 (２０２１年１月～２０２２年１月 ) 
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メルケル政権に幕が下りた。左派政権誕生である。フランスでは４月に大統領

選挙が実施される。フランスでは左派政党が分裂しており、右派候補が主軸に

なっている。マクロン大統領は再選を目指すが中道右派・共和党のバレリー・

ペクレス女史が有力候補に浮上している。初の女性大統領誕生の可能性がある。 

米国でバイデン大統領支持率が低迷している。バイデン大統領の２４年再選

可能性は低い。有力な民主党大統領候補が出現しないと共和党が大統領を奪還

する可能性が生じる。この方向性を占う意味で１１月中間選挙が注目される。 

 

４．【コロナ】コロナより危険なワクチン 

「デルタ」と「オミクロン」の文字を入れ替え

ると「メディア  コントロール」になること

を本誌で紹介した。コロナの最重要目的が、  

ワクチンにあるとの見立ては説得力を持つ。  

 コロナ新規陽性者数の推移（２０２２年１月１３日現在）  

 

コロナ１日当たり死者数の推移（２０２２年１月１３日現在）  
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ＥＣＭＯ新規稼働件数の推移（２０２０年２月～２０２２年１月）  

 

ＥＣＭＯ受入可能数・実稼働数推移（２０２０年２月～２０２２年１月）  

 

オミクロン株による感染拡大が広がっているが、デルタ株と比較して重症化

する確率が大幅に低下している。主な症状は発熱、のどの痛み、鼻水、倦怠感

などでインフエンザの症状と類似する。肺炎を発症する症例が減少している。 

基礎疾患を持つ人、高齢者に対する最大のケアは必要だが、疾病としては、

季節性インフルエンザに近づいている。上記グラフはＮＰＯ法人エクモネット

が独自に集計、公表しているもので全数調査でないがオミクロン株ではエクモ

稼働が著しく少ない。コロナの実態変化に応じた法的対応が必要になっている。 

診察・治療の公費負担を残し、それ以外を第５類相当に変更することが妥当。

懸念されるのはワクチンによる副作用だ。厚労省公表の副反応疑い報告では、

昨年１２月１７日までの時点で、ワクチン接種後急死者が１４３１人、接種後

重篤化者数が１２月５日時点で６１６５人報告されている。接種人数当たりの

接種後急死者数で季節性インフルエンザワクチンの２７０倍。数値は医師が

「副反応疑い」として報告しただけで、報告されていない急死者や重篤化者が  
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コロナ１日当たり死者数の推移（出典： Financial Times）  

 

多数存在すると見られる。２０２１年の日本の死者数は９月までの累計で前年

より６万人も多い。２１年の最大変化はワクチン接種激増であり、ワクチンが

死者激増の原因になったと考えるのが順当である。  

「薬害根絶の誓い」を立てている厚労省は「危険性が確認されるまで接種し

まくる」のでなく「安全性が確認されるまで接種を控える」姿勢を取るべきだ。  

 

５．【金利】パウエル手法の理解 

ＦＦレートの推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  
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２０１８年２月にパウエル氏がＦＲＢ議長に就任した。金融市場はパウエル

議長がインフレ抑制に甘くなるのではないかと危惧した。これに対して議長は

２０１８年に４回の利上げで対応した（②）。金融引締めの行き過ぎに警戒が

出るとパウエル議長は２０１９年後半に３回連続の利下げ対応を示した。  

２０２０年はコロナ対応でＦＦレートを一気にゼロまで引き下げた。物腰は

柔らかだが毅然とした対応を示す。今後の利上げも同様になるだろう。  

日本Ｍ２前年同月比伸び率推移（１９９０年～２０２１年）  

 

米国Ｍ２前年同月比伸び率推移（１９９０年～２０２１年）  
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米国長期金利の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

ドル表示金価格の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）   

 

インフレ指標が悪化しているときにＦＲＢがインフレ抑制策を明示しない

と金融市場はインフレ心理を強めてしまう。期待インフレ率上昇から長期金利

が跳ね上がってしまう。このとき、ドルは下落し、株価も下落する。  

２０１８年２月にパウエル議長が登場した際の金融市場反応がこれだった。

これに対してパウエル議長が毅然と対応したのは既述の通り。  

現在は、ＦＲＢの金融引締めスタンスが明確になり、長期金利が上昇傾向を

示す。ドル表示金価格は長期金利上昇傾向下では上値を抑制される。  
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日本長期金利の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

東証ＲＥＩＴ指数の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）   

 

日銀は金融緩和姿勢を維持しているが、円安傾向が持続するとインフレ圧力

が強まることになる。日本の長期金利に、徐々に上昇圧力がかかることを警戒

するべき局面が近付いている。日本円は著しく円安水準に振れている。円安は

外国資本による日本資産買い占めのリスクを増大させている。経済的安全保障

を重視するなら円安推進政策を是正することが必要。  

日本の長期金利にも上昇の気配が観測され始めている。ＲＥＩＴ指数は長期

金利と逆相関関係を持つ。ＲＥＩＴ指数には下方圧力がかかることになる。  
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６．【為替・欧州】大統領選のフランス  

米国長期金利の推移（２０１９年１月～２０２２年１月）  

 

ドル円の推移（２０１９年１月～２０２２年１月）  

 

 ２０２０年７月から年末にかけて米国長期金利が上昇した。しかし米ドル

は日本円に対して下落した。長期金利上昇がインフレ心理悪化で生じるとき

には通貨は上昇せずに下落する。２０２１年の年明け後、米国長期金利上昇

の下で米ドルが上昇に転じた。長期金利上昇が実質金利上昇だったからだ。  

ＦＲＢが金融引締め方針を示したことで米ドルが上昇に転じたのである。  
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ユーロ円の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

ユーロドルの推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

ユーロは対米ドルで下落傾向を維持している。しかし、対日本円で下落から

横ばい推移に方向を変えている。日本の金融政策が、緩和終了＝引締め転換で

最も遅れていることを背景にしている。この状態を放置すると日本の長期金利

が上昇し始める。インフレ心理悪化による長期金利上昇だ。そうなると日銀も

政策転換を迫られることになる。２０２２年は日本の長期金利上昇と日銀政策

変化に注視が必要になる。  

 

７．【中国・資源国】中国の論理 
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人民元円レートの推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

中国製造業ＰＭＩの推移 (２０１２年１月～２０２１年１２月 ) 

 

上海総合指数の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  
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香港ハンセン指数の推移（２０１９年１月～２０２２年１月）  

 

ＫＯＳＰＩの推移（２０１９年１月～２０２２年１月）  

 

中国は２０２２年秋の共産党大会で習近平体制第３期に移行する見通し。  

習近平は毛沢東、鄧小平に並ぶ地位を確立した。習近平が示す方針が「共同

富裕」。格差是正の方針だ。中国の論理は、皇帝に代わり、人民が統治する国

というもの。これを中国の民主主義と捉えている。西側諸国では表面上は選挙

があり、民主主義が取られているが、実態は１％の大資本がすべてを実効支配

している。中国からすれば、この方式の民主主義害悪が多いということになる。 

韓国大統領選では革新勢力が大統領第２期を堅持できるかどうかが焦点。  
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ＷＴＩ (原油価格 )の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

銅先物の推移（２０１２年１月～２０２２年１月）  

 

親米保守の野党は勢いを失っている。注目の選挙は３月９日に投開票日。恒大

の影響もあり香港株価の調整は厳しい。原油価格は堅調基調を維持する見通し。 

 

８．【投資手法】潮流を捕捉して小刻み運用 

株価指数先物取引では、「損切り」、「逆張り」、「利食い」の鉄則を厳守する

ことが必須。利益を確保するには「潮流」判断が最重要になる。投資手法では

「逆張り」が肝要。ただし、「逆張り」の「順張り」を活用する必要がある。  
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ミニ日経平均先物価格の推移（２０２２年３月限月、日足、直近４ヵ月）  

 

ミニ日経平均先物価格の推移 (２０２２年３月限月、 1 時間足、直近１ヵ月 ) 

 

「逆張り」でタイミングを計るが、投資始動は「順張り」で着手。方向転換の

初期を狙うことが重要。小刻みな「波動」判断はＲＳＩなどを活用する。  

上段チャートで「潮流」判断の重要性を再確認いただきたい。ＦＯＭＣと、

パウエル発言では一時的上下波動＝「行ってこい」が生じている。  

 

９．【投資戦略】相場膠着時の対応 

 相場潮流が膠着状態にある場面では、トレーディングによる短期売買益確保
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も重要になる。個別銘柄では深押ししている銘柄の突っ込み場面を慎重に狙う。 

参考銘柄  投資判断は厳格な自己責任に基づかれますようお願いいたします。 

４６８１  リゾートトラ             １月１３日  １，８６８円  

 

６３２４  ハーモニック             １月１３日  ４，３２０円  

 

小型・軽量精密制御減速装置を各産業用に展開。各種駆動装置を組み合わせた

メカトロ製品も。最悪期脱するも自動車向け停滞。打診買い検討時期。慎重に。  
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６７５８  ソニーグループ           １月１３日  １４，４７０円  

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――  

レポート保護のために、天地を逆にして封入させていただいております。  

次号の『金利・為替・株価特報』発行予定日は１月３１日 (月 )になります。  

――――――――――――――――――――――――――――――――――  

『金利・為替・株価特報』２０２２年１月１７日号＝３８８号  

発行日   月２回発行（原則として毎月第３、第５月曜日に発行）   

料  金   ２０１９年１０月以降の新規年度分より  毎号３部＝年間５万円  

 毎号１部＝年間３万１５００円（いずれも送料・消費税込み）  

発行元   スリーネーションズリサーチ株式会社  

ＦＡＸ   ０５０―３４５７－９７６５   

メール   info@uekusa-tri.co.jp  

振込先   スリーネーションズリサーチ株式会社  代表取締役  植草一秀   

     三菱ＵＦＪ銀行  新丸の内支店  普通口座  ４３５６２５４  

本誌ご購読開始から１年経過後は１年単位の自動継続のお取り扱いをさせて

いただいております。ご購読継続を希望されない場合には、新規の年度に入り

ます前にＦＡＸかメールにてご連絡くださいますようお願い申し上げます。  
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mailto:info@uekusa-tri.co.jp

